[image: image1.wmf]受領

要件

受付

転送

書類

連絡

確認

コンペ

連絡

確認

入金

[image: image2.wmf]受領

要件

受付

転送

書類

連絡

確認

コンペ

連絡

確認

入金

みやぎＮＰＯ夢ファンド　平成２２年度実施事業

ステップアップ支援プログラム　助成申請書
申請日　　　　２０１０年　　　　３月　　　１０　日

	eq \o(\s\up 11(フリガナ),団体名 )　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ワールド),World) EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(オープン),Open) EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ハート),Heart)

	助成事業担当者eq \o(\s\up 11(フリガナ),お名前)・役職　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(アベ),阿部)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(キョウコ),恭子)　　　代　表

	担当者連絡先住所

　〒９８２－００１４
　宮城県仙台市太白区大野田字千刈田１－７

	担当者電話

０９０－５８３１－０８１０
	担当者ＦＡＸ

０２２－２６８－４０４２　（№３５）

	担当者E-mail

bj4ss5@bma.biglobe.ne.jp

	団体の活動に中心的に関わる会員・スタッフ数

１１名


	事業名

犯罪加害者家族の支援のための拠点つくり（宮城県内に事務所を開設）

	実施時期　　　　平成２２年　４月　　１日　～　平成２４年　　　３月　　３０日

	助成希望期間

　　□　１年間（今年度のみ）

　　☑　２年間（今年度～平成２３年度）　※申請希望の場合のみ記載してください。

	助成金申請金額

　１年目　　　１００　万円

　２年目　　　１００　万円（ない場合０）

※２年目については、申請希望の場合のみ記載してください。
	事業総額

　１年目　２００　万円

　２年目　２００　万円（ない場合０）

※２年目については、申請希望の場合のみ記載してください。

	この事業に他の助成金を申請しているか

　　☑　していない
　　□　申請中（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　□　助成決定（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	今回の事業を行うに至った経緯・社会背景

　先進諸国では、犯罪が起きた後のケアや再犯防止への取り組みのひとつとして、「受刑者・加害者家族の支援」が行われている。加害者の家族は、事件が起きたことによって甚大な精神的ダメージを被るのに加えて、社会的差別を受け、自責の念から自殺に至るケースも世界的に存在する。特に子どもへの影響は深刻で、個別のカウンセリングや地域におけるサポート体制の研究や実践も進められている。
　我が国では、犯罪が起きた後のケアとして、加害者「家族」へのサポートが抜け落ちていることから、我々は、08年から犯罪加害者家族の支援に乗り出した。

10年2月からは、全国的な犯罪加害者家族の実態調査を行い、加害者家族が抱える問題を現在分析している。これまで得られたデータによると、犯罪発生直後と事件が経過した後で必要な支援が異なることが明らかとなった。

①犯罪発生直後、多くの家族は何が起きたのかわからず大きなストレスを抱える。また、事件によってはマスコミ対応や、被害者への対応、裁判所などへの出頭と非日常的な出来事が重なり精神的なダメージを被っている。

②事件経過後は、自責の念に苛まれ、孤立するようになったり、家族関係や対人関係に支障をきたすことになる。幼い子どもがいる場合、事件について誰がいつどのように話すかも大きな問題となっている。

	今回の事業の目的・全体としての成果目標

１．事業の目的

　（１）「犯罪加害者家族」の実態を伝えることによる社会への問題提起。当事者意識の啓発。

　（２）当事者への早い段階での介入により、自殺を防止する。

　（３）家族を安定化させることにより、加害者が更正しやすい環境をつくり、再犯の防止に繋げる。

２．成果目標

「犯罪加害者家族支援」を通した、自殺や再犯の防止、安全な地域づくりのプランの構築。


各年度の事業内容・年度毎の成果目標（助成希望期間分のみ記入してください）

	もしあれば、前年度（平成２１年度）までの関連事業の実績を記入してください。

犯罪加害者家族支援
１．わかちあい（２ヶ月に１度）→当事者のケア

２．勉強会（２ヶ月に１度）→スタッフの増員
３．犯罪加害者家族の実態調査の開始→支援体制構築に向けた「当事者の実態把握」

　　　　　　　　　　　

活動の効果

１．加害者家族の実態把握

　わかちあいとアンケート調査から当事者のニーズを把握することができた。

２．団体内部の組織強化

　定期的に行う勉強会からスタッフの増員とスキルアップという目的を達成

３．社会への問題提起
　定期的な活動と広報により、各メディアによって取り上げられることに結びついた。新聞に掲載されることにより、団体の信頼度が増し、当事者と繋がることができた。
	今年度（平成２２年度）
	２年目（平成２３年度）

	
	事業内容

犯罪加害者家族支援体制の拠点つくり（宮城県内に事務所を開設）
１．犯罪加害者家族への支援

（１）．犯罪発生直後の介入

　①ホットラインの開設（手続きなどに関する情報提供など）

　②裁判所、行政窓口などへの付き添い

　③事務所における個別相談

（２）事件経過後の介入

　①わかちあい（偶数月第３土曜、奇数月第１金曜）

　②専門家による個別のカウンセリング

２．社会への啓発活動

　①ワークショップ、勉強会の開催（２ヶ月に１度）

　②メディアリテラシー講座の開催
　③ホームページによる情報提供


	事業内容

前年度の事業内容の継続に加え、社会への啓発としてのシンポジウ

ムの開催。
出版物の発行。

	
	この年の成果目標

１．犯罪加害者家族支援の「宮城県モデル」の提示
	この年の成果目標

１．全国的な犯罪加害者家族支援、安全な街づくりプランの提示。



収支予算（助成希望期間分のみ記入してください）

収入の部

	もしあれば前年度実績
	今年度（平成２１年度）
	２年目（平成２２年度）

	会費・寄付金
	　１０万円
	会費・寄付金
	３０万円
	会費・寄付金
	３０万円

	夢ファンド助成金
	２０万円
	夢ファンド助成金
	１００万円
	夢ファンド助成金
	１００万円

	事業収入
	５万円
	自己負担金
	６９万７千円
	自己負担金
	６９万７千円

	研究費
	４０万円
	
	円
	
	円

	自己負担金
	１０万円
	
	円
	
	円

	
	円
	
	円
	
	円

	
	円
	
	円
	
	円

	
	円
	　　　　　　　　　計
	１９９万７千円
	　　　　　　　　計
	１９９万７千円

	計
	８５万円
	
	　　　　　　　
	
	


支出の部

	もしあれば前年度実績
	今年度（平成２１年度）
	左のうち夢ファンド助成金
	２年目（平成２２年度）
	左のうち夢ファンド助成金

	通信費
	４１万円
	家賃（５万×１２ヶ月）
	６０万円
	６０万円
	家賃（５万×１２ヶ月　）
	６０万円
	６０万円

	広報費
	１０万円
	光熱費
	１２万円
	１２万円
	光熱費
	１２万円
	１２万円

	会場費
	３万円
	通信費
	７７万円
	２８万円
	通信費
	７７万円
	２８万円

	調査費
	３０万円
	会場費（わかちあい、勉強会）
	３万円
	０円
	会場費（わかちあい、勉強会）
	３万円
	０円

	その他諸経費
	１万円
	謝金（勉強会、スタッフ研修の講師）
	６万円
	０円
	謝金（勉強会、スタッフ研修の講師）
	６万円
	０円

	
	円
	広報費（パンフレット、ポスターなど）
	１５万円
	０円
	広報費（パンフレット、ポスターなど）
	３０万円
	０円

	
	円
	その他諸経費　（文房具など）
	１万円
	０円
	その他諸経費
	１万円
	０円

	
	円
	調査費（研修会などへの参加）
	１５万円
	円
	
	円
	円

	
	円
	
	円
	円
	
	円
	円

	
	円
	
	円
	円
	
	円
	円

	
	円
	
	円
	円
	
	円
	円

	計
	８５万円
	計
	１９９万７千円
	円
	計
	円
	１９９万７千円


経費についての補足説明（内訳など）

	通信費の内訳
普通電話ファックスインターネット
　　　　　　　　　　　　８４，０００円

携帯電話２台　　　　　１６８，０００円

HP作成・管理費　　　　５２５，０００円

（HPは、パスワードを持った会員だけが入れる掲示板やアンケート調査を作成する）
	家賃については、裁判所や法テラス、弁護士事務所が並ぶ片平
付近の物件の平均額を計上しています。片平付近であれば、付き添い活動と情報収集に非常に便利であると考えました。
	


	助成期間終了後の事業展開についてご記入ください

　「犯罪加害者家族の支援」は、あくまで当事者のコミュニティへの復帰とその実現による再犯の防止を目的とする。従って、「家庭」「地域」「学校」「行政」「司法」などそれぞれが担うべき役割がある。

この２年間の実態調査と活動から、それぞれの機関や団体が担うべき役割を提示し、我々が行う活動を徐々に担当機関にシフトさせていくことが望ましいと考えている。
「犯罪加害者家族」の支援に関しては、直接的に根拠となる法律が存在しないことから、自殺者対策や犯罪被害者支援の枠組みの中に組み込むことを検討している。


	その他アピールポイントを自由に記入してください（この事業を実施する必要性など）

時事通信社の記事によれば、「家族支援センター理事長などを務める東北大の若島孔文准教授（臨床心理学）は『犯罪加害者家族への社会的支援は、加害者の環境を安定化させ、結果的には被害者を減らすことになる』とみている。」という指摘がなされている。

「再犯の防止」という観点から見れば、犯罪が起こった後のケアとして被害者支援だけでは不十分である。「加害者家族の支援」は、当事者だけではなく、社会全体の安全に繋がる支援である。
　現在実施している「犯罪加害者家族の実態調査」は、全国で初めての試みで、時事通信社をはじめ、毎日新聞、読売新聞など全国紙で取り上げられた。

現在「宮城県にて犯罪加害者家族支援開始」という内容で、NHK「クローズアップ現代」からの取材を受けており、４月上旬放送予定である。
Googleの「World Open Heart」の検索件数は１億４千万件と急激に伸びている。


（事務局記入欄）
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